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現在２万件を超える組織に対し、

ISO 14001の審査が行われているが、こ

の審査を担当する審査機関、並びにシ

ステムを運用している組織が、本当に

世の中の環境負荷を考え審査を行って

いるか、あるいは実際に効果的な活動

を行っているかは少なからず疑わしい

面がある。

例えば、身近な紙、ごみ、電気の削

減でお茶を濁している面がありはしな

いか。もちろんこの活動も、地球環境

問題の一端を担っている面があるが、

もっと地球環境問題の本質に迫る考え

の切り替えが必要だろうと思う。欧州

では紙、ごみ、電気の削減はISO 14001

に取り組む以前のことで、本業に関わ

る環境負荷低減が主軸にならなければ

い地球環境を皆で保護しようという究

極の狙いがある。しかし、地球環境の

保護などあまり眼中になく、単にISO

14001の要求事項に沿って、形式だけ

の目標を掲げ、当面それをクリアしさえ

すればISOの認証取得ができ、それで

よしとする組織が少なくないのだ。

これは組織側の問題だけではない。

審査機関側も、ISO 14001の審査の折

に、単なる規格要求事項に従い、形式

的な審査で済ませているところが多い

のも大きな要因である。ＩＳＯ１４００１の

審査は、審査を通じて自組織のＥＭＳ

に従った日々の活動が、どの程度環境

負荷低減につながっているかを組織に

自覚させながら進めるのも大きな審査

側の役目だと思う。

ISO 14001に取り組む意味はないとの

考えが根強い。

さて、よく話題になるのは、紙、ごみ、

電気の目標をクリアし、これから先いっ

たいどうしたらよいのか悩む組織が少

なくないことだ。この理由を探っていく

と、目の前の活動が地球環境の保護に

どのように関わっているのかをしっか

りと理解していないことから来ている。

そのせいか、とりあえずISO 14001の要

求事項に従いその通りにやってみて、

当面の目標値はクリアできたが、目の

前の活動が小手先だけで本当に環境負

荷低減につながっているか実感を持て

ないというのだ。

実はISO 14001の活動は、このマネジ

メントシステムを通じて、かけがえのな
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そこでご参考までに、全国でISO

14001を経営にうまく活用している事例

の一端を紹介したいと思う。

グリーン調達の成果

関東の中堅メーカーＦ社。大手企業

の傘下に入らずに、独自の技術を持ち

収益性も高い。２年ほど前のISO 14001

の取得をきっかけに「グリーン調達」制

度を導入した（図表１）。

まずは購買先の範囲の拡大だ。以前

は昔から付き合いのある購買先が中心

だったが、最近は環境に関するこちら

の要望に対応できないところも少なく

なく、結局範囲を広げざるを得ないと

いうのがその理由である。

次に価格の問題だ。Ｆ社の製品は、

環境に配慮した製品であってもいっさ

い値上げは考えていないので、購買先

の価格の値上げも認めない。

当初渋っていた購買先も、環境に配

慮した製品を自社開発できたおかげ

で、積極的に複数の取引先にアピール

できるメリットが生じ、今ではＦ社に感

謝しているという。もしＦ社からの要望

がなかったら、従来製品のままで、売

り上げはジリ貧に陥っていたと率直に

感想を述べている。

このようにグリーン調達の効果は計り

知れない。最近は地方自治体も積極的

で、調達時の入札条件に「環境に配慮

した商品」を謳うところも増えている。

地方自治体は、もともと市民に地球

環境保護を積極的に推進しているとこ

ろも多く、そのリーダーシップを発揮す

る意味でも、グリーン調達を前面に出

し、まずはこれによりその姿勢を市民

に示す第一歩と考えているとのことだ。

テレビ会議の効用

関西の中堅メーカーＫ社。２年ほど

前から社内の主要な会議をテレビ会議

に切り替えている。Ｋ社は全国各地に

30ほどの営業所を持ち、地域の顧客に

きめ細かい対応を行っていることでも

知られる。テレビ会議導入で、年間１

億円近いコストを削減できたというか

らこの効果は半端ではない。何せたく

さんの営業所が全国に分散しているの

で、本社へ集めるだけでも旅費その他

高額な費用がかかる。年１回の全国の

営業所長会議は、全員が顔合わせをし

て意思統一を図る目的で本社で開催す

る決まりになっているが、その他個別

の本社と営業所及び各営業所間の情報

交換はすべてこのテレビ会議システム

で運用されている。

このテレビ会議については、コスト

削減の効果も大きいが、地球環境保護

の面でもその効果は際立っている。地

域の営業所の要員が移動するとなれ

ば、移動手段は長距離であれば飛行機

や電車、近距離であれば車が主な手段

である。この飛行機や車を使わないだ

けでも、間接的に燃料節約に役立って

いる。特に車の使用は二酸化炭素排出

を伴うので、その使用の削減は地球環

境保護に大きく貢献している。

またテレビ会議だと、移動時間も設

置された会議室への移動だけで済ませ

られ、終了後は即座に実務に戻れるの

で、何重にもメリットが生まれる。さら

にＫ社の経営者は語る。当社は長年ひ

ざを突き合わせて話し合う習慣があっ

たが、最近のテレビ会議はシステムの

性能がよくなっているので、臨場感が

あり、従来のひざを突き合わせて話し

合うのとまったく違和感を感じないの
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図表１ 物品選定条件

項目 内容

原材料 再生やリサイクルが容易なこと

有害化学物質 物品への含有や使用禁止

耐久性 耐用年数が長いこと

省エネルギー 製造・使用段階でエネルギー消費が少ないこと

梱包材 梱包材が少なく再利用、再使用が可能なこと

廃棄処理 焼却処分や埋立時に環境負荷が小さいこと

環境保全活動 ISO 14001やエコアクション21等の取得が望ましい

環境法令遵守 当該環境法令からの逸脱がないこと

（某電気メーカー調達基準より）



で満足しているという。

ペーパーレスの効果

最近のオフィス環境はペーパーレス化

が進んでいる。都内の中堅商社のＹ社。

オフィスには机にパソコンが置いてあ

るだけで、分厚いファイルは見あたらな

い。以前は分厚いファイルに取り囲まれ

て仕事をするのがごく普通の光景だっ

たが、今やその様相は一変した。会議

でもペーパーレス化が徹底されている。

一昔前は出席者に配布する分厚い資料

を前もって人数分コピーし会議に備え

たものだが、今は主催者が用意したプ

ロジェクター１台で配布される資料は存

在しない。プロジェクターですべてこと

が足りてしまうので、コピーなどまったく

不要というわけだ。しかも前もって会議

のテーマは参加者に電子メールで流し

てあるので、当日はテーマの結論を得や

最初から環境に配慮していない製品は

受け入れないというのはこの考え方に

沿ったものだ。

それにしても私達の現状の生活ぶり

は、改めて考えてみるとずいぶん環境

に悪いことをしていることに気づく。スー

パーで必要以上にポリ袋や割り箸を要

求したり、冷暖房はあって当たり前、歩

いて行ける距離でもすぐ車を利用する

などの生活に慣れきってしまっている。

クールビズやウォームビズを率先し

たところで、肝心の冷暖房は現状のま

までは何の解決にもならない。環境負

荷の低減は、一人ひとりの環境に対す

る意識改革とその実践が最大の手段で

ある。一個人が努力しても環境問題は

どうにもならないという風潮が世の中

に少なからずあるが、逆に、個人の努

力の積み重ねがとてつもない環境負荷

の低減につながるのもまた事実なので

ある。

最近大手企業で今まで分散していた

工場を見直し、一箇所に集約する事例

が目立っている。コスト削減もさること

ながら、分散していた冷暖房や照明、

それに廃棄物の処理費用など、環境に

やさしい体制に変換できたことも大き

な成果である。

また、環境問題は机上では実感がわ

きにくく、現場で実体験させ自覚させる

企業も増えている。埼玉のサービス企

業Ｓ社は、毎年の恒例行事として実際

に山に入り植林や下草刈りを新入社員

全員に体験させている。参加者は、実

際の森の保水能力や山の荒れ具合を

体験し、環境問題の大切さを自覚した

すい環境も作り出している。

ペーパーレスによる紙の削減は地球

環境保護に大きく貢献している。大元

の森林破壊が食い止められるだけでも

その効果は大きい。何せ日本は世界有

数の木材輸入国なのだ（図表２）。1960

年代からフィリピン、インドネシア、マレー

シアなどの熱帯林を伐採し大量に買い

つけている。森林破壊による自然環境

への影響は計り知れない。

近年中国をはじめ世界各地が大きな

洪水に見舞われている。森林の豊かな

樹木と土壌が天然のダム代わりをし、大

量の雨水の流出を防いでくれていたか

らである。また、森林に暮らす多くの生

物種も森林破壊により行き場を失い絶

滅の危機に陥っている。

その他森林は何よりも二酸化炭素の

吸収源なので、地球温暖化を防止する

大きな役目も担っている。伐採の代替

に植林も行われているが、昔からの自

然林との違いも指摘されており、一度

失われた自然はもとに戻らないことを自

覚すべきであろう。

４Ｒの推進

環境負荷を低減させる活動として、

リユース（再使用）、リデュース（減少さ

せる）、リサイクル（再利用）の３Ｒが知ら

れているが、最近はそれにリフューズ

（拒否する）が加わり４Ｒが推進されて

いる。リフューズとは、最初から環境負

荷になりそうなものは受け入れないと

いう考え方である。グリーン調達で、
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図表２　日本の木材需要

（財務省通関統計資料）



という。

茨城のメーカーＷ社でも、水の重要

性を認識させるために、発展途上国の

水の使用実態をビデオで見せて社員の

自覚を促し、同時に、トイレや洗面所の

水の流量制限や製造ラインの洗浄工程

の大幅な見直しを始めている。この企

業の社長は、若い頃アフリカに赴任して

いた期間が長く、発展途上国での生活

ぶりと水のありがたさを社員に教えたい

という。

化学物質規制

環境問題を解決するのに欠かせない

のが、さまざまな製品に含まれている

有害物質だ。

ISO 14001に関わる者は、少なくとも

これらを規制するための法律や規則な

どを理解しておく必要があろう。電機、

精密機械メーカーが化学物質管理を徹

底するきっかけになったのが、欧州連

合（EU）が昨年導入した化学物質を規

制する「RoHS（ローズ）指令」だ（図表３）。

これは、家電、ＡＶ機器、パソコン、コ

ピー機、デジタルカメラ、携帯電話など

に鉛や水銀など６物質の使用を禁じた

もので、産業界への影響は少なくない。

すでにいくつかの大手家電メーカー

では、テレビのパネル接着剤に使用し

ていた鉛を別の金属に切り替えた。そ

の他産業用ロボットや産業機械メーカ

ーでも６物質を使わない製品に切り替

えている。もし対象物質が許容値を超

えて含まれていた場合は、罰金や出荷

停止などの厳しい処置が課せられる。

もう一つは、本年６月に発効した化学

物質規制の「REACH規則」だ。これは

EU域内で年１トン以上製造・輸入する

化学物質について、登録や安全性評価

を義務付けるものだが、対象は３万種

類もあり、欧州に生産拠点を持つ、わ

が国の車や家電などのメーカーは対応

を迫られている。プリンターのトナーや、

車の窓ガラス洗浄液なども含まれてお

り、カバーしなければならない範囲は

広い。この規制の審議に３年以上かか

ったのは、対象企業の大きなコスト負

担が議論の中心となった背景があり、

今後の動きが注目されている。

これら欧州の化学物質規制の流れを

受けて、わが国でも関連制度の見直し

が始まっている。その一つに、工場な

どから排出される特定物質の量を行政

に届け出る義務の「化学物質排出把握

管理促進法（化管法）」の見直しがある。

行政側の取扱量まで拡大すべきだとい

う主張に対し、産業界は、取扱量まで

の届出は工場の中味まですべて分かっ

てしまうと反発している。

いずれにしても、今までの経緯から

EU規制は世界的な広がりにつながる

ことはほぼ間違いないことから、すで

に自社で取り扱う物質の見直しに着手

した大手化学メーカーもある。▼
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図表３ RoHS指令と化管法


